
第３次大仙市行政改革大綱

（平成29～31年度）

平成２９年３月

後期実施計画



 



№ 取組項目 ページ

(1) 行政運営のスリム化の推進 1 災害時対応の充実 2

(2) 選択と集中による事業の重点化 2 ふるさと納税活用事業の促進 3

3 文化財関係公開施設の合理的な開館時期等の見直し 3

(1) 社会情勢や市民ニーズに対応した行政 4 道路維持体制の再編と整備 4

サービス
5 生涯学習施設等の使用料の見直し 4

(2) 市民との協働のまちづくりの推進 6 自主防災組織の組織率の向上と活動支援 5

7 市民参加型の広報の充実 5

8 パブリックコメントの制度化 6

9 市内総合型スポーツクラブの充実 6

(3) 職員力の向上と意識改革 10 職員研修受講者数の拡大 7

11 職員能力を活用するための人材リスト作成 7

12 省エネルギー推進体制の確立 8

(1) 持続可能な財政基盤の確立 13 市債発行額の抑制 9

14 各種補助金の検証・見直し 9

(2) 財源の確保・拡充 15 水道料金の収納率向上の推進 10

16 簡易水道料金の収納率向上の推進 10

17 下水道使用料等の滞納分の収納率向上の推進 10

18 公有財産処分の推進 11

19 市税等の滞納防止と自主納付の促進 11

2
市民満足度を重視した行政
サービスと職員力の向上

3
合併特例期間終了を見据えた
財政健全化の推進

第３次行政改革大綱　後期実施計画体系表

基本方針 推進項目

1
成果を意識した効率的・効果
的な行政運営
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指標名
(単位)

現状
(H28)

２９年度 ３０年度
期末値
（H31)

活
動
目
標

災害時対
応の充実

－
見直し案
の検討

見直し案
の検討
または
最終見直
し案作成

最終見直
し案作成

地域防災
計画への
反映

成
果
目
標

－ － － － －

担当課
年次計画

取　組　内　容 現状の課題No 取　組　項　目
達成目標

（どういう状態にするのか）

１　成果を意識した効率的・効果的な行政運営　

　(1)　行政運営のスリム化の推進　

●印の課が主担当として取り組みます。

1 災害時対応の充実

災害対策本部等の職員参集場
所については、交通障害等やむ
を得ない場合を除き現所属の勤
務所に参集することになっている
が、第２次参集対象外の本庁所
属で地域に精通する職員は、居
住する地域の支所（庁舎等）に参
集するなど、応援態勢の拡充を
含む災害時の対応について検討
し、見直し案を作成する。

市内７支所では、防災担
当の市民サービス課には
男性職員が少ないこと、ま
た支所全体で地域外出身
の職員もいることから、災
害被害調査がもう少しス
ムーズにできる工夫が必
要である。

災害発生時の初動体制が
被害軽減に最も重要であ
るが、管轄する地域の面
積や集落数、地勢など各
支所の特性に応じた職員
の対応に苦慮している。

災害が発生し、第２次参
集となった場合には、参集
対象外となっている本庁
所属の職員は可能な限り
居住する地域の支所（庁
舎等）に参集することな
ど、支所に対する職員の
応援態勢を拡充した新た
な基準とする見直し案を
作成し、地域防災計画に
反映させる。

●各支所市民
サービス課

総合防災課

新 規 

災害警戒対策部（第２次参集） 

●地震 

  市内で震度５発生、その他必要な災害時 

●一般災害 

  台風・洪水・大雪・突風等自然災害、多数の死傷者事故、大規模火災等 

◎参集課職員 

総務部長（対策部長） 

部長＝企画、市民、健康福祉、上下水道、農林、経済産業、建設、教育指導、生涯学習 

課長＝総合防災、総務、総合政策、秘書、税務、財政、社会福祉、健康増進、環境安全 

    上水道、農業振興、農林整備、観光交流、企業商工、道路河川、都市管理、会計 

    教育総務、教育指導、生涯学習及び各課室指定職員 
 

支所 支所長、課長、公民館長、指定職員 

【参考】 
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指標名
(単位)

現状
(H28)

２９年度 ３０年度
期末値
（H31)

活
動
目
標

－ －

募集方法
の検討

次年度事
業の募集

次年度事
業の募集

次年度事
業の募集

成
果
目
標

次年度事
業提案の
件数

０件 ４件 ４件 ４件

活
動
目
標

－ －

来館者数
の季節や
曜日ごとの
動向調査・
アンケート
等の検討、
分析

見直しに
よる開館
時期等の
実施

見直しに
よる開館
時期等の
実施

成
果
目
標

来館者１
人当たりの
管理経費

（年度末に
算出）

－ －

１人当たり
管理費の
縮減
△５％程
度
（対Ｈ２８）

全体的に来館者が減少傾
向にあるが、公開期間に
ついては従来どおりの状
態となっている。

経常経費の縮減を推進、
企画展などの集客施策を
実施しているが、入館者
１人当たりの管理費率を考
慮した場合、合理的な開
館時期等について見直し
の検討が必要である。

各施設利用者の便益性に
配慮しつつ、開館時期等
を見直し、最も効率的で合
理的なものにする。

●文化財保
護課

観光交流課

生涯学習課

達成目標
（どういう状態にするのか）

年次計画
担当課

１　成果を意識した効率的・効果的な行政運営　

　(2)　選択と集中による事業の重点化　

No 取　組　項　目 取　組　内　容 現状の課題

●印の課が主担当として取り組みます。

2
ふるさと納税活用
事業の促進

ふるさと納税活用事業（ふるさと
納税により集まった寄附金を財
源とする事業）の企画方法等に
ついて見直しを実施する。

寄附金の活用分野として
４分野（観光、高齢者福
祉、自然環境、子育て）あ
り、これまでに観光、子育
て分野の事業を実施。

庁内各課所室からの積極
的な活用事業の提案が必
要。

寄附金を効果的に活かし
た事業の企画しやすい仕
組みづくりが必要。

ふるさと納税活用事業の
次年度事業について、各
分野１件以上の事業提案
を得られるようにする。ま
た、分野の拡充について
も検討する。

まちづくり課

3
文化財関係公開施
設の合理的な開館
時期等の見直し

各公開施設の来館者状況の把
握や分析、外部意見の広聴な
ど、費用対効果の観点から合理
的な開館・開園の時期等につい
て検討する。

新 規 

新 規 
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指標名
(単位)

現状
(H28)

２９年度 ３０年度
期末値
（H31)

活
動
目
標

－ － 検討・試行 検証・試行 活動開始

直営舗装
工事延長
（ｍ/年）

2,600 2,600 2,800 3,000

直営パッ
チング作
業量（t/
年）

18 27 31 36

活
動
目
標

生涯学習
施設等の
使用料の
見直し

－

統一基準
と一覧表
作成

減免規定
の見直し

条例改正
手続（議案
提出）12月
予定

実施

成
果
目
標

生涯学習
施設等の
使用料統
一と減免

－ － －
負担の
公平化

　(1)　社会情勢や市民ニーズに対応した行政サービス　

No

●生涯学習課

スポーツ振興課

公民館等の生涯学習施設及びス
ポーツ施設の使用料や減免の取
扱いの統一を図る。

現在の季節雇用の道路維
持作業班及びパッチング
作業班と任意組合に委託
している除雪作業を統合
し年間を通して作業実施
する作業班を設置する。

上記の作業班には、管理
責任者１名、職長２名（維
持・パッチング各１名）を配
置する。

達成目標
（どういう状態にするのか）

現状の課題

4

２　市民満足度を重視した行政サービスと職員力の向上　

5
生涯学習施設等の
使用料の見直し

取　組　項　目

道路維持体制の再
編と整備

現在の大曲地域を拠点とした
道路維持作業班（維持補修、
側溝清掃、舗装修繕等）と中
仙地域を拠点としたパッチン
グ作業班の２班体制で市内全
域の作業にあたっている。

延長約3,200㎞の市道を効率的
かつ効果的に管理するため、
各作業班の人員・装備の拡充
を目指す。

また、除雪作業を含めた年間
を通じた道路維持作業体制の
確立を目指す。

地域や施設によって使用
料や減免にバラつきがあ
るため、公平性の観点から
一定の統一を図る必要が
ある。

●印の課が主担当として取り組みます。

平成３１年１０月から消費
税が１０％になることに合
わせ、使用料統一表を作
成する。

また、その減免について
も、公平感のある減免・減
額表を作成する。

年次計画
担当課取　組　内　容

道路河川課

成
果
目
標

道路維持作業は、全て臨
時職員で行っているが、
季節雇用のため人材の確
保が困難となっていること
に加え、労務、安全管理
上に問題を抱えている。

前期からの継続 

前期からの継続 
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指標名
(単位)

現状
(H28)

２９年度 ３０年度
期末値
（H31)

活
動
目
標

自治会等
への自主
防災組織
設立説明
会の実施

自治会長等
への戸別訪
問の実施

自治会長等
への戸別訪
問の実施

自治会長等
への戸別訪
問の実施

自治会長等
への戸別訪
問の実施

成
果
目
標

自主防災
組織率
（％）

83.4%
(9月末
現在)

100% 100% 100%

活
動
目
標

広報充実
の取り組み

－

紙面レイア
ウトと既存
コーナーの
内容見直し

新コーナー
の創設

紙面レイア
ウトと既存
コーナーの
内容見直し

新コーナー
の創設

紙面レイア
ウトと既存
コーナーの
内容見直し

新コーナー
の創設

成
果
目
標

市民参加
型記事の
拡充

月平均
１件

月平均
２件

月平均
２件

月平均
３件

6
自主防災組織の組
織率の向上と活動
支援

自主防災組織の結成及び育成
に資する防災出前講座や指導者
研修会等を開催するほか、組織
立ち上げに関する個別サポート
や活動支援を行う。

7
市民参加型の広報
の充実

市民の広報紙、インターネットメ
ディア（ホームページ・フェイス
ブックなど）、コミュニティＦＭへの
参画を推進する。

広報紙においては紙幅の
関係上、新コーナー創設
のスペース確保が難しい
状況にあるので、ＳＮＳや
コミュニティＦＭなどのその
他メディアも活用し、市民
参加の機会を創出する必
要がある。

広報紙に掲載する市民参
加型記事（顔写真入りイン
タビューなど）を月平均
１件から３件に増やすこと
を目標とするとともに、イン
ターネット（ホームページ・
ＳＮＳ）、コミュニティＦＭを
活用し、市民参加の機会
を新たに創出する。

総合政策課

自主防災組織率１００％を
目指して活動を行ってきた
が、平成２７年度末では目
標を若干であるが下回る
結果となった。

平成２８年度は、９月末現
在、組織率が８３．４％と平
成２７年度末の７８．６％に
比べ向上しているものの
伸びは鈍化していることか
ら、自治会等が抱えている
個別の課題解決に向けて
対応できる態勢を整える
必要がある。

災害時における初期消
火、避難誘導等を地域が
一体となり活動できるよう
支援を行いながら、平成
２９年度までに自主防災組
織率１００％を目指す。

総合防災課

達成目標
（どういう状態にするのか）

年次計画
担当課

　(2)　市民との協働のまちづくりの推進　

No 取　組　項　目 取　組　内　容 現状の課題

２　市民満足度を重視した行政サービスと職員力の向上　

前期からの継続 

前期からの継続 
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指標名
(単位)

現状
(H28)

２９年度 ３０年度
期末値
（H31)

達成目標
（どういう状態にするのか）

年次計画
担当課

　(2)　市民との協働のまちづくりの推進　

No 取　組　項　目 取　組　内　容 現状の課題

２　市民満足度を重視した行政サービスと職員力の向上　

活
動
目
標

市民意見
公募の
手続

－
手続の実
施基準の
検討・作成

実施 実施

成
果
目
標

－ － － － －

活
動
目
標

活動を
充実させる
対策の実
施

－

各総合型
スポーツク
ラブ会員
数及び
運営状況
の調査

対策の
実施

対策の
実施

成
果
目
標

総合型
スポーツク
ラブ会員
数

2,100 2,100 2,100 2,200

8
パブリックコメン
トの制度化

政策形成過程において市民の意
見を反映させる機会を確保すると
ともに、その過程の透明性と公正
性の向上を図るため、パブリック
コメントの手続きに関する基準を
作成する。

本市では、総合計画や市
政の各分野における施策
の基本方針その他基本的
な事項を定める計画の策
定等の場合にパブリックコ
メントを実施しているが、そ
の実施や方法については
各担当課の裁量に任せら
れている現状である。

自治基本条例である「だ
いせんまちづくり基本条
例」の施行を機に、政策の
市民への説明責任及び公
表の取組として、パブリッ
クコメント制度の確立が必
要と考える。

パブリックコメントの手続き
に関する統一の基準を定
め、これに基づき庁内各
課が運用する。

総合政策課

9
市内総合型スポー
ツクラブの充実

総合型スポーツクラブ設立の成
果や市のスポーツ施策が、市民
に対してどのような影響を与えて
いるのか検証するため、総合型
スポーツクラブの運営状況を調
査し、その結果を踏まえた対策を
とることにより、総合型スポーツク
ラブの活動の充実を図る。

設立後２年以内のクラブが
半数であるため、会員数
の不足や運営が軌道に
乗っていないといった課題
もある。

現状を分析し、地域色豊
かなクラブ運営を行ってい
くことが望まれている。

各総合型スポーツクラブの
運営状況を調査し、その
結果を踏まえ、クラブの自
主性に配慮しつつ、活動
を充実させるための必要
な対策を実施し、会員数
の増加を図る。

スポーツ振興課

新 規 

新 規 
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指標名
(単位)

現状
(H28)

２９年度 ３０年度
期末値
（H31)

活
動
目
標

受講者数
拡大の取り
組み

－
対象者へ
の周知

対象者へ
の周知

対象者へ
の周知

成
果
目
標

対象者に
占める受
講者の
割合

約50％ 100% 100% 100%

活
動
目
標

職員人材リ
ストの作成、
運用

－

職員人材リ
ストの収集
方法や運用
方法につい
て検討しリス
トの作成

データ収集

運用

検証・修正

運用

検証・修正

成
果
目
標

事業等へ活
用

－ － 活用 活用

総務課10
職員研修受講者数
の拡大

主事・技師・保健師のうち、採用
５年目から８年目までの職員で、
平成２８年度末において３０歳以
下の職員は、能力開発研修また
は市長会研修の受講を選択必修
とする。

研修受講後に作成する研修受講
報告書を全職員が閲覧可能と
し、研修概要を把握することによ
り研修受講者数の拡大を図る。

受講者の募集を行ってい
るが、対象職員への周知
が課題である。

３０歳以下の職員は、階層
別研修や能力開発研修な
ど、いずれかの研修を年
１回以上受講する。

　(3)　職員力の向上と意識改革　

No 取　組　項　目 取　組　内　容 現状の課題

２　市民満足度を重視した行政サービスと職員力の向上　

達成目標
（どういう状態にするのか）

年次計画
担当課

11
職員能力を活用す
るための人材リス
ト作成

各職員の得意なことや資格等を
まとめ、「職員人材リスト」を作成
し、各課で行う事業等でその能
力を活用する。

各職員が持っている資格
や得意分野などの能力は
様々あるが、各種講座ま
たはイベント等の講師、協
力者として能力を活用した
くても把握が困難である。

職員の中には、資格や得
意分野などがあるが職場
で生かし切れていない一
面もある。

職員の得意分野や資格等
を職員人材リストに登録す
る。

講座やイベント、事業等が
ある際には、職員人材リス
トを活用して声をかけられ
る仕組みを構築する。

部や課の枠を超えた横断
的な業務に、職員の能力
を生かした取組を行う。

総務課

前期からの継続 

前期からの継続 
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指標名
(単位)

現状
(H28)

２９年度 ３０年度
期末値
（H31)

　(3)　職員力の向上と意識改革　

No 取　組　項　目 取　組　内　容 現状の課題

２　市民満足度を重視した行政サービスと職員力の向上　

達成目標
（どういう状態にするのか）

年次計画
担当課

活
動
目
標

省エネル
ギー推進
委員会の
設置と
活動

－

省エネル
ギー推進
委員会の
設置

会議の
開催

推進 推進

成
果
目
標

エネル
ギー消費
原単位の
年平均で
１％以上の
低減

100%
前年度比

99％
前年度比

99％
前年度比

99％

12
省エネルギー推進
体制の確立

エネルギーの使用の合理化等に
関する法律（以下「省エネ法」と
いう。）の特定事業者に指定され
ている教育委員会内に省エネル
ギ－を推進するための体制をつ
くる。

省エネルギーの必要性に
ついては多くの職員が認
識し、日々そのための行
動を取っていると思われる
が、省エネ法により毎年、
過去５年度間のエネル
ギー使用量について低減
目標を課せられ、年々達
成が厳しくなる状況にある
ということは、一部の省エ
ネ担当者の認識に留まっ
ている現状にある。

省エネ担当職員とその他
の職員との間で認識に温
度差があることから、このま
までは、省エネ法で課せら
れている低減目標を達成
できなくなるおそれがあ
る。

教育委員会内に省エネル
ギー推進委員会を設置す
る。

所属職員1名を省エネル
ギー推進員に充て、夏季及
び冬季前に省エネルギー
推進員会議を開く。

省エネルギー推進員はこの
会議において、実施すべき
省エネ行動を確認及び情
報交換を行い取り組みの意
識を高めるほか、所属部署
の職員に対する指導的役
割を担うものとする。

これにより、教育委員会全
体の職員の省エネ意識の
向上を図るとともに、各部署
の実情に応じた省エネ行動
マニュアルを作成する。

教育総務課

新 規 
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指標名
(単位)

現状
(H28)

２９年度 ３０年度
期末値
（H31)

活
動
目
標

市債発行
額の抑制

実施 実施 実施

後期期間
中の市債
発行額が
元金償還
額の80％
以内

成
果
目
標

計画期間
内での市
債発行額
の抑制

実施 実施 実施 実施

活
動
目
標

補助制度
内容の見
直しを
実施

H25策定
の見直し
方針を基
に予算査
定を実施

H25策定の
見直し方針
の内容を基
に、再度補
助制度の内
容を検証し
予算査定を
実施

新規要望の
補助金の必
要性を検証

H25策定の
見直し方針
の内容を基
に、再度補
助制度の内
容を検証し
予算査定を
実施

新規要望の
補助金の必
要性を検証

H25策定の
見直し方針
の内容を基
に、再度補
助制度の内
容を検証し
予算査定を
実施

新規要望の
補助金の必
要性を検証

成
果
目
標

補助金の
適正化が
図られ、財
源確保に
つながる

補助金の
縮減・終了
により一般
財源の確
保につな
がった

補助制度内
容の見直し
及び必要性
の検証によ
り補助金交
付の適正化
を図る

財源の確保

補助制度内
容の見直し
及び必要性
の検証によ
り補助金交
付の適正化
を図る

財源の確保

補助制度内
容の見直し
及び必要性
の検証によ
り補助金交
付の適正化
を図る

財源の確保

担当課

各種補助金について、「市
単独補助金の見直し方
針」に基づき、「継続」「拡
充」「縮減」「終期の設定」
「見直し時期の設定」の
５区分に仕分けし、見直し
方針を策定しているが、状
況変化など現状を踏まえ
た見直しが必要となってい
る。

各種補助金における検
証・見直しを継続実施す
る。

財政課

年次計画

財政課市債発行額の抑制

市債発行額について、第２次総
合計画前期実施計画期間内に
おいて、元金償還額の８０％以内
に収める。

取　組　内　容

各種補助金の検
証・見直し

平成２７末現在高
７９３億円
（臨財債除く）

後期実施計画（～平成３１
年度）期間内の市債発行
額について、元金償還額
の８０％以内に抑制する。

３　合併特例期間終了を見据えた財政健全化の推進　

　(1)　持続可能な財政基盤の確立　

No 取　組　項　目

平成２５年に策定した「市単独補
助金の見直し方針」に基づき、補
助金の使途や算出方法の精査、
終期の設定、根拠例規との整合
性を図りながら、補助金の必要
性・行政効果を検証し、制度内
容の見直しを実施する。

現状の課題

13

14

達成目標
（どういう状態にするのか）

前期からの継続 

前期からの継続 
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指標名
(単位)

現状
(H28)

２９年度 ３０年度
期末値
（H31)

活
動
目
標

個別訪問
（年間述べ
数）

１００人 １１０人 １２０人 １３０人

成
果
目
標

収納率
（滞納繰越
分）

89% 89.5% 90.0% 90.5%

活
動
目
標

上水・下水
合同収納
対策会議
の実施

年1回開催 年2回開催 年2回開催 年2回開催

成
果
目
標

収納率
（滞納繰越
分）

40% 40% 45% 50%

活
動
目
標

上水・下水
合同収納
対策会議
の実施

年1回開催 年2回開催 年2回開催 年2回開催

成
果
目
標

収納率
（滞納繰越
分）

使用料
22%
公共負担
金・分担金
9%
農集分担
金   3%

使用料
40%
公共負担
金・分担金
24%
農集分担
金   16%

使用料
43%
公共負担
金・分担金
27%
農集分担
金   19%

使用料
45%
公共負担
金・分担金
30%
農集分担
金   24%

16

15

定期的な督促と催告状の
発行、納付相談、市外に
転居した県内在住の滞納
者の個別訪問、納付改善
が見られない滞納者への
誓約書の徴取及び停水処
分を実施したが、予定どお
り納付にならない場合があ
る。

上水道や下水道事業と合同収納
対策会議を開催し、収納対策計
画を策定するほか、各支所と個
別協議を随時実施する。

催告書や給水停止予告書
の発行により、少額ではあ
るが納付する滞納者はい
る。しかし、現年度分を優
先して納めるため、依然と
して滞納分に回せない
ケースが多い。

分納誓約書の内容を守ら
ない滞納者へ電話等によ
る催促をしても、納付とな
らないことが多い。

17

簡易水道料金の収
納率向上の推進

下水道使用料等の
滞納分の収納率向
上の推進

水道料金の収納率
向上の推進

上水道や下水道事業と合
同収納対策会議を開催
し、年２回協議する。

各支所と随時個別協議を
して、個々の状況を的確
に判断する。

水道課

水道料金滞納者の情報を共有
するため、簡易水道や下水道事
業と合同収納対策会議を開催
し、収納対策計画を策定するほ
か、納付相談や停水処分、個別
訪問等を実施して収納率の向上
を図る。

上水道と簡易水道事業の合同収
納対策会議を開催し、滞納繰越
分の収納率の向上を図る。

督促や催告をしても、反応
が無かったり連絡がつか
ない、生活が苦しいなどの
滞納理由が各地域で存在
する。

納付相談により誓約書を
提出しても、計画どおり納
付とならないなどの問題が
ある。

上水道や簡易水道事業と
合同収納対策会議を年２
回開催する。

上水道課

滞納者の情報を共有する
ため、簡易水道や下水道
事業と合同収納対策会議
を継続する。

新たに債権管理課との情
報共有を図り、納付相談
や停水処分などを実施
し、個別訪問を実施する。

下水道課

３　合併特例期間終了を見据えた財政健全化の推進　

　(2)　財源の確保・拡充　

No 取　組　項　目 取　組　内　容 現状の課題 達成目標
（どういう状態にするのか）

年次計画
担当課

前期からの継続 

前期からの継続 

前期からの継続 
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指標名
(単位)

現状
(H28)

２９年度 ３０年度
期末値
（H31)

３　合併特例期間終了を見据えた財政健全化の推進　

　(2)　財源の確保・拡充　

No 取　組　項　目 取　組　内　容 現状の課題 達成目標
（どういう状態にするのか）

年次計画
担当課

活
動
目
標

財産処分
の取り組み

－

財産処分推
進委員会に
よる売却方
法の検討

ホームペー
ジの充実

売却物件へ
の看板設置

財産処分推
進委員会に
よる売却方
法の検討

ホームペー
ジの充実

売却物件へ
の看板設置

財産処分推
進委員会に
よる売却方
法の検討

ホームペー
ジの充実

売却物件へ
の看板設置

成
果
目
標

売却可能
資産の売
却価格総
額

255,957
千円

売却可能資
産の売却価
格総額の
１０％以上
（歳入予算：
土地売払収
入の合計）

売却可能資
産の売却価
格総額の
１０％以上
（歳入予算：
土地売払収
入の合計）

売却可能資
産の売却価
格総額の
１０％以上
（歳入予算：
土地売払収
入の合計）

活
動
目
標

滞納防止
と自主納
付促進の
取組

取組なし

滞納処分
実績等の
公表方法
を協議・検
討

初期滞納
者への早
期催告

初期滞納
者への早
期差押

滞納処分
実績の公
表開始

税外債権
の取組の
公表を検
討。

各種取組
の効果検
証

必要に応
じて適時
修正

成
果
目
標

取組の
進捗状況

取組なし
上記取組
の１００％
実施

上記取組
の１００％
実施

上記取組
の１００％
実施

19
市税等の滞納防止
と自主納付の促進

滞納処分や差押財産の公売に
関する実績を市民へ公表し、滞
納防止と自主納付に向けた意識
啓発を行う。

滞納の長期化・高額化を防止し、
自主納付を促すため初期滞納者
への対応を強化する。
①年末を目処に行ってきた初期
滞納者への催告発送を納期３か
月後程度を目処に早期実施。
②催告後納付に至らない者は、
年度内に財産調査・差押を実施
し、滞納繰越者を減らす。

長期に渡って滞納状態に
あるが、完納に至るような
現金資産をもたない滞納
者が多く、滞納処分が機
能しないケースが増加して
いる。

現金資産以外の滞納処分
については、コストが膨大
で現状の体制で頻繁な実
施は困難。

過去の滞納を強制徴収し
ても市税は毎年課税され
ており、本人の自主納付
を促す対策が必要。

各種取組の進捗状況を達
成目標とする。

債権管理課

18
公有財産処分の推
進

売却可能資産及び未利用資産
の売却を積極的に進める。

売却可能資産は、価格的
な面もあるが立地的（所在
地）にも簡単に売却できる
状況にない土地が多いた
め、新たな対策を検討す
る必要がある。

未利用資産は、土地の測
量や境界確定させる経費
が必要であり、費用対効
果の面からも購入者がい
なければ進まないのが現
実である。ただし、購入希
望者がいれば、経費を予
算化して積極的に売却へ
向け取り組みたい。

最終的には、全ての資産
を売却することにあるが、
年度単位では売却可能資
産の売却価格の総額に対
する１０％以上の土地売払
収入を見込むこととする。
（土地売払収入には、売
却可能資産や未利用資産
及び法定外公共用財産を
含むものとする。）

財政課

新 規 

前期からの継続 
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